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運用報告書（全体版）
第22期

（決算日 2018年 4 月24日）

受益者のみなさまへ
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申

し上げます。
さ て、「 ダ イ ワ・ ジ ャ パ ン・ オ ー プ ン

（愛称：D. J. オープン）」は、このたび、
第22期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

ダイワ・ジャパン・オープン
（愛称：Ｄ．Ｊ．オープン）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式
信 託 期 間 無期限
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主 要
投 資 対 象

ベ ビ ー フ ァ ン ド ダイワ・ジャパン・オープン・
マザーファンドの受益証券

ダイワ・ジャパン・
オープン・
マザーファンド

わが国の金融商品取引所上場
（これに準ずるものを含みま
す。）株式

マ ザ ー
ファンドの
運 用 方 法

①わが国の株式を中心に投資します。
②銘柄選定、組入比率等については、運用主担当
者の方針に基づいて決定します。
③市況動向、追加設定等への対応のため、株価指
数先物取引等を利用することがあります。
運用主担当者からの運用方針に関するメッセージ
は以下の通りです。

（a）運用スタイル
　ⅰ�．各企業に対する調査・分析等をもとに投資

する銘柄を選定し、その積み上げによりポー
トフォリオを組成することを基本とします

（ボトムアップ・アプローチ）。
　ⅱ�．各種投資指標から判断して、割高と判断さ

れる銘柄を除外して投資することを基本とし
ます。

（b）銘柄選定のプロセス
　�銘柄の選定は、調査部門のスタッフによる企業

分析、経済動向の分析などを考慮し、投資銘柄
数を絞り込む方針で行ないます。投資にあたっ
ては、特定の業種に投資ウエートが高まること
もあります。

（c）株式への投資比率等
　ⅰ�．株式への実質投資比率は、通常の状態では

70％程度以上とすることを基本とします。
　ⅱ�．運用にあたっては、現物株への投資を主体

としますが、市況動向や追加設定などへの対
応のため、株価指数先物取引等を利用するこ
とがあります。

組 入 制 限
ベビーファンドのマザーファンド組入上限比率 無制限
マ ザ ー フ ァ ン ド の 株 式 組 入 上 限 比 率 無制限

分 配 方 針
分配対象額は、配当等収益と売買益（評価益を含
みます。）等の全額とし、原則として、基準価額の
水準等を勘案して分配します。

当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。
ファミリーファンド方式とは、受益者からの資金をまとめて
ベビーファンド（当ファンド）とし、その資金を主としてマザー
ファンドの受益証券に投資して、実質的な運用をマザーファンド
で行なう仕組みです。



ダイワ・ジャパン・オープン

決　　算　　期
基 準 価 額 T O P I X

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （ベンチマーク） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

18期末（2014年 4 月24日） 6, 426 70 10. 6 1, 164. 90 0. 0 99. 4 ― 2, 840
19期末（2015年 4 月24日） 8, 103 100 27. 7 1, 618. 84 39. 0 99. 3 ― 3, 256
20期末（2016年 4 月25日） 8, 100 0 △� 0. 0 1, 401. 83 △� 13. 4 98. 7 ― 3, 004 
21期末（2017年 4 月24日） 8, 414 0 3. 9 1, 503. 19 7. 2 99. 0 ― 2, 790 
22期末（2018年 4 月24日） 10, 527 150 26. 9 1, 769. 75 17. 7 98. 0 ― 2, 901 

（注 1 ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 2 ）株式および株式先物の組入比率は、マザーファンドの組入比率を当ファンドベースに換算したものを含みます。
（注 3 ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

最近5期の運用実績
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ダイワ・ジャパン・オープン
ダイワ・ジャパン・オープン ダイワ・ジャパン・オープン

■基準価額・騰落率
期　首： 8, 414円
期　末：10, 527円（分配金150円）
騰落率：26. 9％（分配金込み）

■基準価額の主な変動要因
「ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド」の受益証券を通じてわが国の株式に投資した
結果、国内株式市況が上昇したことにより、基準価額は上昇しました。くわしくは「投資環境につ
いて」をご参照ください。

基準価額等の推移について 

運用経過

流　用

＊ベンチマークはＴＯＰＩＸです。

（注 1）期末の基準価額は分配金込みです。
（注 2）ベンチマークは、期首の基準価額をもとに指数化したものです。
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ダイワ・ジャパン・オープン

年　　月　　日
基　 準　 価 　額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （ベンチマーク） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）2017年 4 月24日 8, 414 ― 1, 503. 19 ― 99. 0 ―

4 月末 8, 676 3. 1 1, 531. 80 1. 9 99. 0 ―
5 月末 9, 119 8. 4 1, 568. 37 4. 3 98. 9 ―
6 月末 9, 349 11. 1 1, 611. 90 7. 2 99. 5 ―
7 月末 9, 418 11. 9 1, 618. 61 7. 7 98. 7 ―
8 月末 9, 331 10. 9 1, 617. 41 7. 6 99. 3 ―
9 月末 9, 697 15. 2 1, 674. 75 11. 4 99. 0 ―
10月末 10, 365 23. 2 1, 765. 96 17. 5 98. 3 ―
11月末 10, 711 27. 3 1, 792. 08 19. 2 98. 8 ―
12月末 11, 053 31. 4 1, 817. 56 20. 9 98. 8 ―

2018年 1 月末 11, 547 37. 2 1, 836. 71 22. 2 98. 4 ―
2 月末 10, 992 30. 6 1, 768. 24 17. 6 98. 8 ―
3 月末 10, 737 27. 6 1, 716. 30 14. 2 98. 2 ―

（期末）2018年 4 月24日 10, 677 26. 9 1, 769. 75 17. 7 98. 0 ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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ダイワ・ジャパン・オープン
ダイワ・ジャパン・オープン ダイワ・ジャパン・オープン

■国内株式市況
国内株式市況は、期首より、地政学リスク悪化の一巡に加えて、フランス大統領選挙で中道派の
マクロン氏が極右政党の候補者を抑えて当選したことが好感され、上昇しました。2017年 6 月以降
は、欧米の中央銀行の金融引き締めペースの見方が交錯し、株価は横ばい圏で推移しました。 8月
に入ると、再び北朝鮮に関わる地政学リスクが高まったことや、米国の物価統計の弱含みにより米
国の2017年内の利上げ観測が後退したこと、対米ドルでの円高が進行したことなどが影響し、株価
は軟調に推移しました。 9月半ば以降は、米国の2017年内の利上げ観測が再び高まり円安米ドル高
となったことや北朝鮮問題への懸念が一服したこと、10月に行なわれた衆議院議員選挙で連立与党
が勝利したことなどを受け、株価は上昇しました。その後も、堅調な国内企業業績や、米国税制改
革法案の議会審議の進展および同法の成立が好感され、株価は上昇しました。しかし、2018年 2 月
には米国長期金利が急上昇したこと、また 3月には米国が新たな関税を課す方針を示したことで貿
易摩擦激化への懸念が高まったことにより、株価は下落しました。

■当ファンド
「ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド」の受益証券へ投資を行ない、信託財産の成長
をめざします。
■ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

国内株式市場の見通しにつきましては、日米の経済指標や金融政策の動向、米国のトランプ政権
の政策動向などには留意が必要ですが、①内需企業を中心に底堅い業績成長を続けている企業が多
いこと、②円安の進行により外需企業の業績改善が期待されること、③国内外の財政政策による景
気押し上げ効果への期待などから、中長期では堅調な相場展開を想定しており、株式組入比率は
90％程度以上の高位を維持する方針です。個別銘柄選別では、成長力、競争力、事業戦略などを重
視します。また、2017年度の見通しを中心とした業績動向、事業環境の動向や変化、企業のビジネ
スモデルや成長性、割安性などに基づいた株価の位置、需給動向などにも注目してまいります。

投資環境について （2017. 4. 25 ～ 2018. 4. 24）

前期における「今後の運用方針」

流　用
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ダイワ・ジャパン・オープン
ダイワ・ジャパン・オープン ダイワ・ジャパン・オープン

ベンチマーク（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は17. 7％となりました。一方、当ファンドの基準価額の騰落
率は26. 9％となりました。
業種構成では、ＴＯＰＩＸの騰落率を上回る推移となったその他製品をアンダーウエートとしたこ
とがマイナスに働きましたが、電気機器および機械のオーバーウエートや、食料品および銀行業のア
ンダーウエートなどがプラスに働き、業種選択効果はプラスとなりました。個別銘柄では、セプテー
ニＨＬＤＧＳ、エニグモ、ドリコムなどがマイナスに作用しましたが、ノーリツ鋼機、ＷＤＢホール
ディングス、アカツキなどがプラスに寄与し、銘柄選択効果もプラスとなりました。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額とベンチマークとの騰落率の対比です。

（％）
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20. 0
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10. 0
5. 0
0. 0

当　期
（2017. 4. 24～2018. 4. 24）

基準価額
ＴＯＰＩＸ

ベンチマークとの差異について

流　用

■当ファンド
「ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド」の受益証券へ投資を行ないました。
■ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

企業の成長力、競争力、事業戦略などを重視して銘柄選別を行ない、ＰＥＲ（株価収益率）など
の株価指標にも留意して、おおむね110～140銘柄程度を選択して投資しました。
株式の組入比率は、おおむね94～100％程度としました。
業種構成は、業績動向および株価水準、成長性などの観点から銘柄選別を行なった結果、化学や
精密機器などの組入比率を引き上げ、情報・通信業や輸送用機器などの組入比率を引き下げまし
た。期末では、電気機器、機械、サービス業などを中心としたポートフォリオとしました。個別銘
柄では、業績回復の遅れへの懸念からセプテーニＨＬＤＧＳやダブル・スコープなどを売り付けま
した。一方、Ｍ＆Ａ（企業の合併・買収）などによる事業構造転換が順調に進んでいたノーリツ鋼
機、活況な半導体市況の恩恵が期待されたフェローテックＨＬＤＧＳ、堅調な非鉄金属市況の恩恵
が期待された住友鉱山などを買い付けました。

ポートフォリオについて （2017. 4. 25 ～ 2018. 4. 24）
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ダイワ・ジャパン・オープン
ダイワ・ジャパン・オープン ダイワ・ジャパン・オープン

流　用

■当ファンド
「ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド」の受益証券へ投資を行ない、信託財産の成長
をめざします。
■ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

国内株式市場の見通しにつきましては、北朝鮮や中東などの地政学リスクの動向、日米の経済指
標や金融政策の動向、米国トランプ政権の政策動向、米中貿易摩擦の動向などには留意が必要です
が、①内需企業中心に底堅い業績成長を続けている企業が多いこと、②堅調なグローバル経済を背
景に外需企業の業績改善も続いていること、③国内外の財政政策による景気押し上げ効果への期待
などから、中期的には下値を切上げる相場展開を想定しており、株式組入比率は90％程度以上の高
位を維持する方針です。個別銘柄選別では、成長力、競争力、事業戦略などを重視します。また、
2018年度の見通しを中心とした業績動向、事業環境の動向や変化、企業のビジネスモデルや成長
性、割安性などに基づいた株価の位置、需給動向などにも注目してまいります。

今後の運用方針

当期の 1万口当り分配金（税込み）は150円といたしました。
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ 1万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経費控除後の配当等収益 134. 35円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 1, 216. 79　
（ｃ）収益調整金 38. 28　
（ｄ）分配準備積立金 990. 78　
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 2, 380. 22　
（ｆ）分配金 150. 00　
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ） 2, 230. 22　
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

2017年 4 月25日
～2018年 4 月24日

当期分配金（税込み） （円） 150�
対基準価額比率 （％） 1. 40�
当期の収益 （円） 150�
当期の収益以外 （円） ―��

翌期繰越分配対象額 （円） 2, 230�
（注 1）�「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 2）�円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 3）�当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

分配金について
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ダイワ・ジャパン・オープン
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1万口当りの費用の明細

項　　　目
当　期

（2017. 4. 25～2018. 4. 24） 項　　目　　の　　概　　要
金　額 比　率

信 託 報 酬 164円 1. 627％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額は10, 071円です。

（投 信 会 社） （88） （0. 878） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価
額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価

（販 売 会 社） （65） （0. 642） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの
管理、購入後の情報提供等の対価

（受 託 銀 行） （11） （0. 107） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 17 0. 167 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株 式） （17） （0. 167）

有価証券取引税 ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

そ の 他 費 用 1 0. 006 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（監 査 費 用） （1） （0. 005） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（そ の 他） （0） （0. 000） 信託事務の処理等に関するその他の費用

合　　　　 計 181 1. 800
（注 1）�期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法によ

り算出した結果です。なお、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファン
ドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

（注 2）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 3）比率欄は 1万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

流　用
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ダイワ・ジャパン・オープン

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（2017年 4 月25日から2018年 4 月24日まで）

項 目 当 期
ダイワ ・ジャパン・オープン・マザーファンド

（ａ）期中の株式売買金額 13, 187, 719千円 
（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 8, 527, 183千円 
（ｃ）売買高比率 （ａ）／（ｂ） 1. 54 
（注 1 ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 2 ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
親投資信託受益証券の設定・解約状況

（2017年 4 月25日から2018年 4 月24日まで）
設 定 解 約

口 数 金 額 口 数 金 額

ダイワ ・ジャパン・
オープン・
マザーファンド

千口 千円 千口 千円

519 1, 200 256, 545 610, 800 

（注）単位未満は切捨て。

（2）�マザーファンドにおける期中の利害関係人との取引状
況

（2017年 4 月25日から2018年 4 月24日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 7, 469 1, 283 17. 2 5, 717 1, 274 22. 3 

コール・ローン 30, 811 ― ― ― ― ― 
（注）平均保有割合35. 4％
※�平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファン

ドのマザーファンド所有口数の割合。

■利害関係人との取引状況
（1）�ベビーファンドにおける期中の利害関係人との取引状
況
当期中における利害関係人との取引はありません。

（4）�期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（2017年 4 月25日から2018年 4 月24日まで）
項 目 当 期

売買委託手数料総額（Ａ） 5, 069千円 
うち利害関係人への支払額（Ｂ） 1, 248千円 

（Ｂ）／（Ａ） 24. 6％ 
（注）�売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支

払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

※�利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第 1 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。

■組入資産明細表
親投資信託残高

種 類 期　　首 当 期 末
口　　数 口　　数 評 価 額

千口 千口 千円
ダイワ ・ジャパン・
オープン・マザーファンド 1, 399, 323 1, 143, 296 2, 938, 044 

（注）単位未満は切捨て。

（3）�利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（2017年 4 月25日から2018年 4 月24日まで）

種　　　　　類
当　　　　　期

ダイワ ・ジャパン・オープン・マザーファンド
買　　付　　額

百万円
株式 54

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）単位未満は切捨て。
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ダイワ・ジャパン・オープン

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2018年 4 月24日現在

項　　　　　目 当　　期　　末
（Ａ）資産 2, 970, 235, 726円

コール・ローン等 29, 891, 474  
ダイワ・ジャパン・オープン・
マザーファンド（評価額） 2, 938, 044, 252  

未収入金 2, 300, 000  
（Ｂ）負債 68, 358, 361  

未払収益分配金 41, 350, 977  
未払解約金 1, 714, 227  
未払信託報酬 25, 207, 457  
その他未払費用 85, 700  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 2, 901, 877, 365  
元本 2, 756, 731, 829  
次期繰越損益金 145, 145, 536  

（Ｄ）受益権総口数 2, 756, 731, 829口
１ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 10, 527円

＊�期首における元本額は3, 315, 792, 598円、当期中における追加設定元本額は
12, 380, 852円、同解約元本額は571, 441, 621円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は10, 527円です。

■損益の状況
当期  自 2017年 4 月25日  至 2018年 4 月24日

項　　　　　目 当　　　　期
（Ａ）配当等収益 △� 123, 137円

受取利息 10, 820
支払利息 △� 133, 957

（Ｂ）有価証券売買損益 671, 360, 873
売買益 758, 137, 909
売買損 △� 86, 777, 036

（Ｃ）信託報酬等 △� 49, 614, 002
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 621, 623, 734
（Ｅ）前期繰越損益金 23, 986, 668
（Ｆ）追加信託差損益金 △� 459, 113, 889

（配当等相当額） （� 10, 554, 007）
（売買損益相当額） （△� 469, 667, 896）

（Ｇ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 186, 496, 513
（Ｈ）収益分配金 △� 41, 350, 977

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 145, 145, 536
追加信託差損益金 △� 459, 113, 889

（配当等相当額） （� 10, 554, 007）
（売買損益相当額） （△� 469, 667, 896）
分配準備積立金 604, 259, 425

（注 1 ）�信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 2 ）�追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 3 ）�収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表をご参照
ください。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経費控除後の配当等収益 37, 038, 892円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 335, 437, 941　
（ｃ）収益調整金 10, 554, 007　
（ｄ）分配準備積立金 273, 133, 569　
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） 656, 164, 409　
（ｆ）分配金 41, 350, 977　
（ｇ）翌期繰越分配対象額（ｅ－ｆ） 614, 813, 432　
（ｈ）受益権総口数 2, 756, 731, 829口

■投資信託財産の構成
2018年 4 月24日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
ダイワ・ジャパン・オープン・
マザーファンド 2, 938, 044 98. 9 

コール・ローン等、その他 32, 191 1. 1 
投資信託財産総額 2, 970, 235 100. 0 

（注）評価額の単位未満は切捨て。
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ダイワ・ジャパン・オープン

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20. 315％（所得税15％、復興特別所得税0. 315％および地方税 5 ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、

申告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択す
ることもできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 150円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 4 月24日現在の基準価額（ 1 万口当り10, 527円）に基づいて自動的に再投
資いたしました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアＮＩＳＡ」の適用対象で
す。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い合わせください。
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東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
h t t p : / /www .da iwa－am . co . j p /

ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド
運用報告書　第17期　（決算日　2018年 4 月24日）

（計算期間　2017年 4 月25日～2018年 4 月24日）

ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンドの第17期にかかる運用状況をご報告申し上げます。

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。
主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場（これに準ずるものを含みます。）株式

運 用 方 法

①わが国の株式を中心に投資します。
②銘柄選定、組入比率等については、運用主担当者の方針に基づいて決定します。
③市況動向、追加設定等への対応のため、株価指数先物取引等を利用することがあります。
運用主担当者からの運用方針に関するメッセージは以下の通りです。

（a）運用スタイル
　ⅰ�．各企業に対する調査・分析等をもとに投資する銘柄を選定し、その積み上げによりポー

トフォリオを組成することを基本とします（ボトムアップ・アプローチ）。
　ⅱ�．各種投資指標から判断して、割高と判断される銘柄を除外して投資することを基本とし

ます。
（b）銘柄選定のプロセス
　�銘柄の選定は、調査部門のスタッフによる企業分析、経済動向の分析などを考慮し、投資銘

柄数を絞り込む方針で行ないます。投資にあたっては、特定の業種に投資ウエートが高まる
こともあります。

（c）株式への投資比率等
　ⅰ�．株式への実質投資比率は、通常の状態では70％程度以上とすることを基本とします。
　ⅱ�．運用にあたっては、現物株への投資を主体としますが、市況動向や追加設定などへの対

応のため、株価指数先物取引等を利用することがあります。
株式組入制限 無制限
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ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

《運用経過》
◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：19, 915円　期末：25, 698円　騰落率：29. 0％
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況が上昇したことにより、基準価額は上昇しました。く
わしくは「投資環境について」をご参照ください。

■当期中の基準価額と市況の推移

年　月　日
基 準 価 額 ＴＯＰＩＸ（配当込み）株　式

組　入
比　率

株　式
先　物
比　率騰落率（ベンチマーク）騰落率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）2017年 4 月24日 19, 915 ― 2, 163. 30 ― 99. 1 ―

4 月末 20, 539 3. 1 2, 204. 51 1. 9 99. 1 ―
5 月末 21, 620 8. 6 2, 257. 27 4. 3 99. 0 ―
6 月末 22, 197 11. 5 2, 324. 06 7. 4 99. 6 ―
7 月末 22, 393 12. 4 2, 333. 91 7. 9 98. 8 ―
8 月末 22, 218 11. 6 2, 332. 80 7. 8 99. 4 ―
9 月末 23, 120 16. 1 2, 434. 16 12. 5 99. 1 ―
10月末 24, 750 24. 3 2, 566. 81 18. 7 98. 5 ―
11月末 25, 613 28. 6 2, 604. 86 20. 4 99. 0 ―
12月末 26, 466 32. 9 2, 645. 77 22. 3 98. 9 ―

2018年 1 月末 27, 693 39. 1 2, 673. 82 23. 6 98. 5 ―
2 月末 26, 393 32. 5 2, 574. 87 19. 0 99. 0 ―
3 月末 25, 814 29. 6 2, 522. 26 16. 6 98. 3 ―

（期末）2018年 4 月24日 25, 698 29. 0 2, 600. 82 20. 2 96. 8 ―
（注 1 ）騰落率は期首比。
（注 2 ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、地政学リスク悪化の一巡に加えて、
フランス大統領選挙で中道派のマクロン氏が極右政党の候補者を抑
えて当選したことが好感され、上昇しました。2017年 6 月以降は、
欧米の中央銀行の金融引き締めペースの見方が交錯し、株価は横ば
い圏で推移しました。 8 月に入ると、再び北朝鮮に関わる地政学リ
スクが高まったことや、米国の物価統計の弱含みにより米国の2017
年内の利上げ観測が後退したこと、対米ドルでの円高が進行したこ
となどが影響し、株価は軟調に推移しました。 9 月半ば以降は、米
国の2017年内の利上げ観測が再び高まり円安米ドル高となったこと
や北朝鮮問題への懸念が一服したこと、10月に行なわれた衆議院議
員選挙で連立与党が勝利したことなどを受け、株価は上昇しまし
た。その後も、堅調な国内企業業績や、米国税制改革法案の議会審
議の進展および同法の成立が好感され、株価は上昇しました。しか
し、2018年 2 月には米国長期金利が急上昇したこと、また 3 月には
米国が新たな関税を課す方針を示したことで貿易摩擦激化への懸念
が高まったことにより、株価は下落しました。

◆前期における「今後の運用方針」
国内株式市場の見通しにつきましては、日米の経済指標や金融政

策の動向、米国のトランプ政権の政策動向などには留意が必要です
が、①内需企業を中心に底堅い業績成長を続けている企業が多いこ
と、②円安の進行により外需企業の業績改善が期待されること、③
国内外の財政政策による景気押し上げ効果への期待などから、中長
期では堅調な相場展開を想定しており、株式組入比率は90％程度以
上の高位を維持する方針です。個別銘柄選別では、成長力、競争
力、事業戦略などを重視します。また、2017年度の見通しを中心と
した業績動向、事業環境の動向や変化、企業のビジネスモデルや成
長性、割安性などに基づいた株価の位置、需給動向などにも注目し
てまいります。

◆ポートフォリオについて
企業の成長力、競争力、事業戦略などを重視して銘柄選別を行な

い、ＰＥＲ（株価収益率）などの株価指標にも留意して、おおむね
110～140銘柄程度を選択して投資しました。

株式の組入比率は、おおむね94～100％程度としました。
業種構成は、業績動向および株価水準、成長性などの観点から銘柄

選別を行なった結果、化学や精密機器などの組入比率を引き上げ、情
報・通信業や輸送用機器などの組入比率を引き下げました。期末で
は、電気機器、機械、サービス業などを中心としたポートフォリオと
しました。個別銘柄では、業績回復の遅れへの懸念からセプテーニ
ＨＬＤＧＳやダブル・スコープなどを売り付けました。一方、Ｍ＆Ａ
（企業の合併・買収）などによる事業構造転換が順調に進んでいた
ノーリツ鋼機、活況な半導体市況の恩恵が期待されたフェローテック
ＨＬＤＧＳ、堅調な非鉄金属市況の恩恵が期待された住友鉱山などを
買い付けました。

◆ベンチマークとの差異について
ベンチマーク（ＴＯＰＩＸ（配当込み））の騰落率は20. 2％となり

ました。一方、当ファンドの基準価額の騰落率は29. 0％となりまし
た。

業種構成では、ＴＯＰＩＸの騰落率を上回る推移となったその他製
品をアンダーウエートとしたことがマイナスに働きましたが、電気機
器および機械のオーバーウエートや、食料品および銀行業のアンダー
ウエートなどがプラスに働き、業種選択効果はプラスとなりました。
個別銘柄では、セプテーニＨＬＤＧＳ、エニグモ、ドリコムなどがマ
イナスに作用しましたが、ノーリツ鋼機、ＷＤＢホールディングス、
アカツキなどがプラスに寄与し、銘柄選択効果もプラスとなりまし
た。

（円）
35, 000

30, 000

25, 000

20, 000

15, 000
期　首

（2017. 4. 24）
期　末

（2018. 4. 24）

基準価額
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ダイワ・ジャパン・オープン・マザーファンド

■売買および取引の状況
株　　　　式

（2017年 4 月25日から2018年 4 月24日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国内
千株 千円 千株 千円

3, 796. 7 7, 469, 957 3, 237. 3 5, 717, 762 
（△� 767） （� ―） 

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）�（　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 3 ）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（2017年 4 月25日から2018年 4 月24日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
トクヤマ 257 215, 838 839 アカツキ 27. 5 250, 835 9, 121 
住友鉱山 47. 5 194, 273 4, 089 平田機工 17 200, 588 11, 799 
東京エレクトロン 9. 5 168, 364 17, 722 ダブル・スコープ 89 179, 732 2, 019 
ソニー 34 167, 557 4, 928 グリー 200 152, 512 762 
ＫＬａｂ 72 152, 375 2, 116 ドリコム 113 143, 851 1, 273 
ノーリツ鋼機 94 145, 965 1, 552 ＫＬａｂ 72 133, 213 1, 850 
太陽誘電 82 144, 288 1, 759 ＳＵＭＣＯ 68 132, 275 1, 945 
クレハ 21. 5 144, 166 6, 705 ソニー 28 128, 360 4, 584 
三井住友フィナンシャルＧ 31 144, 027 4, 646 東京エレクトロン 7 128, 205 18, 315 
任天堂 3. 4 138, 724 40, 801 三菱自動車工業 150 123, 415 822 

（注 1 ）金額は受渡し代金。
（注 2 ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1万口当りの費用の明細
項 目 当　　　期

売買委託手数料 40円
（株式） （� 40） 

有価証券取引税 ―
その他費用 ―

合 計 40  
（注 1 ）�期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって

受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。費用の項
目および算出法については前掲の「 1 万口当りの費用の明細」の項目の概
要をご参照ください。

（注 2 ）�各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。

《今後の運用方針》
国内株式市場の見通しにつきましては、北朝鮮や中東などの地政学リ

スクの動向、日米の経済指標や金融政策の動向、米国トランプ政権の政
策動向、米中貿易摩擦の動向などには留意が必要ですが、①内需企業中
心に底堅い業績成長を続けている企業が多いこと、②堅調なグローバル
経済を背景に外需企業の業績改善も続いていること、③国内外の財政政
策による景気押し上げ効果への期待などから、中期的には下値を切上げ
る相場展開を想定しており、株式組入比率は90％程度以上の高位を維持
する方針です。個別銘柄選別では、成長力、競争力、事業戦略などを重
視します。また、2018年度の見通しを中心とした業績動向、事業環境の
動向や変化、企業のビジネスモデルや成長性、割安性などに基づいた株
価の位置、需給動向などにも注目してまいります。
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■組入資産明細表
国内株式

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
建設業（0. 7％）

積水ハウス 10 ― ―
日揮 10 0. 5 1, 305
中外炉工業 ― 19 57, 000
ヤマト 24 24 18, 600

食料品（―）
森永乳業 1 ― ―
繊維製品（―）

シキボウ 180 ― ―
化学（11. 0％）

昭和電工 ― 24 95, 160
クレハ ― 21. 5 159, 100
トクヤマ ― 62 214, 830
信越化学 10 16 174, 080
ステラ ケミファ 6 ― ―
宇部興産 ― 13. 5 46, 912
旭有機材 ― 10 18, 470
ダイキアクシス 30 46 68, 034
トリケミカル 17 20 93, 100
第一工業製薬 ― 60 51, 780
ソフト99コーポレーション ― 22. 7 28, 011
三洋化成 ― 12. 5 65, 250
コーセー ― 1. 4 28, 532
ハーバー研究所 ― 4. 3 37, 109
ポーラ・オルビス HD ― 13 61, 555
メック 27 ― ―
日本農薬 20 ― ―
日東電工 0. 2 ― ―
信越ポリマー 21 ― ―

医薬品（1. 6％）
塩野義製薬 ― 20 112, 360
そーせいグループ 1. 5 6. 5 48, 295
ペプチドリーム 7. 5 2 8, 940

石油・石炭製品（1. 4％）
出光興産 ― 4 16, 980
コスモエネルギー HLDGS 43 35 131, 250

ゴム製品（0. 1％）
東洋ゴム 34 5 9, 430

ガラス・土石製品（2. 5％）
神島化学 36 36 41, 328
オハラ 27 5 12, 725
ジオスター 47 39 27, 027
東海カーボン ― 65 95, 095
日本カーボン ― 14 71, 680
日本特殊陶業 ― 4 10, 632

鉄鋼（0. 6％）
新日鐵住金 23 24 59, 028
新日本電工 150 ― ―

非鉄金属（2. 8％）
東邦亜鉛 125 5 25, 800
住友鉱山 27 57 263, 226
ＵＡＣＪ 100 ― ―
古河電工 ― 1 5, 440
住友電工 29 ― ―

金属製品（2. 3％）
ケー・エフ・シー 24. 5 16 34, 704
ＳＵＭＣＯ 101 75 197, 175

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
川田テクノロジーズ 0. 5 0. 5 3, 075
東京製綱 4 ― ―

機械（12. 3％）
日本製鋼所 ― 27 96, 390
岡本工作 ― 11 42, 075
旭ダイヤモンド ― 15 16, 125
ソデイツク 53 54 75, 924
ディスコ 8. 6 4. 5 97, 785
東洋機械金属 ― 35 29, 295
オプトラン ― 18 56, 340
ヒラノテクシード ― 12 28, 764
平田機工 16 ― ―
ナブテスコ ― 6 24, 240
ＳＭＣ 2. 2 2. 8 123, 452
新川 ― 102 102, 102
技研製作所 36 18 46, 152
ワイエイシイホールディングス 29 ― ―
小松製作所 ― 27 105, 273
ＴＯＷＡ ― 28 40, 544
ダイキン工業 4. 5 4. 5 58, 477
加藤製作所 25 21 53, 718
タダノ 30 60 103, 200
ＣＫＤ ― 43 100, 061
福島工業 4 1 4, 800
竹内製作所 ― 22 56, 166
アマノ 16 3 8, 598
三菱重工業 30 ― ―

電気機器（15. 5％）
日本電産 2. 9 7. 7 129, 129
ダブル・スコープ 129 45 72, 090
ＳＥＭＩＴＥＣ ― 2. 5 13, 725
ヤーマン 4 ― ―
ＭＣＪ 56 ― ―
富士通 ― 60 40, 362
サンケン電気 60 ― ―
サン電子 25 ― ―
日立国際電気 41 ― ―
ソニー 39 45 244, 710
ＴＤＫ ― 4 38, 400
アルプス電気 38 4 10, 436
リオン ― 5 12, 495
キーエンス 3 3. 5 227, 500
フェローテック HLDGS 20 76 189, 012
ヘリオステクノＨ 59 ― ―
山一電機 43 48 90, 000
太陽誘電 ― 82 159, 490
村田製作所 9. 5 7. 5 106, 162
市光工業 ― 58 68, 904
東京エレクトロン 7. 8 10. 3 204, 094
輸送用機器（2. 2％）

豊田自動織機 ― 4. 5 29, 295
日産自動車 47 72 82, 656
トヨタ自動車 13 4 28, 440
三菱自動車工業 160 10 7, 950
本田技研 22. 5 ― ―
スズキ ― 14 81, 522
精密機器（7. 6％）

テルモ ― 14 83, 020

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
ジーエルサイエンス ― 14 24, 108
ブイ・テクノロジー ― 2. 2 66, 660
東京精密 25 25 105, 750
シード ― 16 117, 600
ノーリツ鋼機 ― 94 269, 028
朝日インテック 5 10 38, 700
メニコン ― 22 63, 492
ニプロ ― 12 18, 348
その他製品（1. 0％）

トランザクション ― 5 5, 125
任天堂 ― 2. 2 101, 860
陸運業（0. 4％）

西武ホールディングス ― 21 39, 333
情報・通信業（7. 1％）

クルーズ ― 7 14, 980
システナ 37 10 42, 150
グリー 65 ― ―
エニグモ 48 50 67, 000
メディアドゥ HLDGS 27 ― ―
じげん 66 ― ―
ソフトウェア・サービス ― 3. 3 25, 872
テクマトリックス 45 20 32, 460
ドリコム 52 ― ―
SRA ホールディングス ― 1 3, 180
コムチュア ― 1 3, 755
オープンドア 1 ― ―
アカツキ 22 ― ―
AOI TYO HOLDINGS ― 58 94, 076
ソースネクスト ― 70 56, 210
インフォコム 40 19 43, 985
デジタルガレージ 6 15 54, 525
アルゴグラフィックス 3 9 32, 310
スターツ出版 ― 8. 7 17, 574
GMO インターネット ― 32 61, 888
福井コンピュータ HLDS 2 ― ―
ソフトバンクグループ 17. 3 23 188, 784

卸売業（7. 5％）
アルコニックス ― 51 108, 273
あい ホールディングス 81 76 217, 132
三洋貿易 7 12 25, 116
クリヤマホールディングス ― 21 50, 232
伊藤忠 50 75 163, 612
三井物産 30 ― ―
日立ハイテクノロジーズ 4 ― ―
住友商事 37 58 113, 796
三菱商事 30 32 96, 896
小売業（1. 5％）

アイケイ ― 61 87, 474
物語コーポレーション 10 ― ―
ＢＥＥＮＯＳ 36 ― ―
トリドールホールディングス ― 18 66, 240
クスリのアオキ HLDGS 11 ― ―
良品計画 0. 1 ― ―
ニトリホールディングス 1. 2 ― ―
ファーストリテイリング 0. 4 ― ―

銀行業（4. 8％）
コンコルディア・フィナンシャル 42 ― ―
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■投資信託財産の構成
2018年 4 月24日現在

項 目 当 期 末
評 価 額 比 率

千円 ％
株式 10, 349, 675 95. 0 
コール・ローン等、その他 541, 019 5. 0 
投資信託財産総額 10, 890, 694 100. 0 

（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
2018年 4 月24日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資産 10, 890, 694, 479円

コール・ローン等 473, 230, 979  
株式（評価額） 10, 349, 675, 300  
未収配当金 67, 788, 200  

（Ｂ）負債 201, 554, 415  
未払金 195, 252, 772  
未払解約金 6, 300, 000  
その他未払費用 1, 643  

（Ｃ）純資産総額（Ａ－Ｂ） 10, 689, 140, 064  
元本 4, 159, 504, 564  
次期繰越損益金 6, 529, 635, 500  

（Ｄ）受益権総口数 4, 159, 504, 564口
１ 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 25, 698円

＊�期首における元本額は3, 383, 301, 213円、当期中における追加設定元本額は
1, 650, 726, 955円、同解約元本額は874, 523, 604円です。

＊�当期末における当マザーファンドを投資対象とする投資信託の元本額は、ダイ
ワ・ジャパン・オープンＶＡ248, 393, 922円、ダイワ・ジャパン・オープン
（FOFs 用）（適格機関投資家専用）1, 972, 647, 115円、ダイワ・ジャパン・オー
プン1, 143, 296, 853円、ＤＣ・ダイワ・ジャパン・オープン（確定拠出年金専用
ファンド）795, 166, 674円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は25, 698円です。

■損益の状況
当期  自 2017年 4 月25日  至 2018年 4 月24日

項　　　　目 当　　　　期
（Ａ）配当等収益 131, 091, 193円

受取配当金 131, 163, 840  
その他収益金 898  
支払利息 △�  73, 545  

（Ｂ）有価証券売買損益 1, 921, 462, 005  
売買益 2, 480, 660, 514  
売買損 △�  559, 198, 509  

（Ｃ）その他費用 △� 1, 918  
（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2, 052, 551, 280  
（Ｅ）前期繰越損益金 3, 354, 687, 571  
（Ｆ）解約差損益金 △� 1, 235, 776, 396  
（Ｇ）追加信託差損益金 2, 358, 173, 045  
（Ｈ）合計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 6, 529, 635, 500  

次期繰越損益金（Ｈ） 6, 529, 635, 500  
（注 1 ）�解約差損益金とは、一部解約時の解約価額と元本との差額をいい、元本を

下回る場合は利益として、上回る場合は損失として処理されます。
（注 2 ）��追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る

場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
三菱 UFJ フィナンシャル G 320 310 232, 035
三井住友フィナンシャル G 37 57 267, 216

証券、商品先物取引業（1. 3％）
SBI ホールディングス ― 31 87, 203
野村ホールディングス 95 80 51, 648

保険業（2. 5％）
ＭＳ＆ＡＤ 7 ― ―
第一生命 HLDGS 54 55 120, 230
東京海上ＨＤ 11. 5 11. 5 58, 408
T&D ホールディングス 31 42 77, 595

その他金融業（0. 3％）
オリックス 14 14 26, 908
不動産業（0. 6％）

オープンハウス 0. 5 ― ―
三井不動産 16 16 44, 496

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
サンフロンティア不動産 5 16 20, 704

サービス業（12. 2％）
ＬＩＦＵＬＬ ― 60 55, 620
ジェイエイシーリクルートメント 4 ― ―
ＵＴグループ ― 11 34, 980
ディップ 53 70 178, 990
オプトホールディング ― 40 63, 960
WDB ホールディングス 50 36 127, 620
バリューコマース ― 19 25, 859
ユナイテッド ― 6 25, 830
セプテーニ HLDGS 645 330 113, 190
テイクアンドギヴニーズ ― 54 62, 208
フルキャストホールディングス 19 19 45, 828
エン・ジャパン 12 1 5, 390
イトクロ 9. 5 5 29, 750

銘　　　　　柄 期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
M&A キャピタルパートナー 10 13 106, 340
アライドアーキテクツ 11 23 18, 193
鎌倉新書 60 35 130, 900
ベイカレントコンサルティング ― 42 161, 910
D. A. コンソーシアム HLDGS 34 35 77, 245

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 4, 469. 7 4, 262. 1 10, 349, 675

銘柄数＜比率＞ 113銘柄 140銘柄 ＜96. 8％＞
（注 1 ）�銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する

各業種の比率。
（注 2 ）�合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価

額の比率。
（注 3 ）評価額の単位未満は切捨て。
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